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Ⅰ．はじめに

高知県内における国土交通省発注の土木工事に関し、公正取引委員会から官製談

合防止法に基づく改善措置要求を受け、平成２４年１０月に国土交通本省において「当

面の再発防止対策について」が取りまとめられた。

これを踏まえ、国土地理院では、平成２５年３月に、国土地理院長を本部長とする「国

土地理院コンプライアンス推進本部」（以下「推進本部」という。）及び外部有識者で構成

される「国土地理院コンプライアンス・アドバイザリー委員会」を設置し、コンプライアンス

推進のより一層の強化を図るため、「コンプライアンス推進計画」を策定して、取り組んで

きたところである。

本報告書は、平成２６年度における推進計画の実施結果とそれに係る推進本部会議

による評価、アドバイザリー委員からの意見等を取りまとめたものである。
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Ⅱ．推進計画の実施結果と評価

１．職員のコンプライアンス意識向上の取組について

【推進計画】

（１）研修において、コンプライアンスに係る講義を実施

年月の経過とともに違法性の認識が希薄にならないよう、職員一人ひとり職責の節

目にコンプライアンスに関する講義を受けられるようにするため、平成２６年度国土地

理院研修計画で予定されている、「係長研修」「補佐研修」「課長級研修」の階層別研

修においては引き続きコンプライアンスの教科目を取り入れるとともに、２６年度新たに

計画を予定している、採用後５年程度の職員を対象とする専門研修「中堅係員研修」

においても、コンプライアンスの教科目を取り入れることとする。

講義の内容は、研修生同士が質問、意見を出し合い、自分の身近な問題として理

解を深めることができるように、講義方式に加え、グループ討議方式等を取り入れると

ともに、入札談合等関与行為は必ず発覚すること及び入札談合に関与した職員に対

しては厳正な懲戒処分、損害賠償請求、刑事罰等がなされることなどの内容を重点的

に研修生に理解させる。

なお、コンプライアンスの指導者を育成していくため、新任の課長等を対象とする研

修においては、外部講師を招いた講義とするとともに、広くコンプライアンス意識の啓

発に努めるため、研修生以外でも受講可能なオープン講義とし、誰でもが参加できる

体制にするとともに、職員自らは積極的に受講に努めるものとする。

また、国土交通大学校や人事院等で予定されている研修にも積極的に受講すると

ともに、公正取引委員会における啓発等を目的とした研修会等にも積極的に参加す

る。

◎実施結果

今年度、国土地理院で実施した全ての階層別研修等（７研修）において、コンプライア

ンスに関する教科目を設け、延べ６０名(前年度４７名)が受講した。

研修では、コンプライアンスの概念や発注者綱紀保持規程等に基づく職員としての責

務、守るべき法令やルール等の正しい理解を深めるための講義のほか、参加者全員が

提起された課題について意見を出し合い、理解を深めるグループ討議を取り入れた。ま

た、課長級研修では、当院の発注者綱紀保持担当弁護士（日比谷総合法律事務所 川

合竜太氏）に講師を依頼するとともに、補佐職以上の職員を対象とした公開講座とし、研

修員のほか７名の参加があった。

また、国土交通大学校で実施した研修（１５研修）では、延べ５８名（前年度３９名）がコ

ンプライアンスに関する講義又は講話を受講した。
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全体の受講者数は、前年度比１．３７となった。

◎推進本部会議の評価

研修にコンプライアンスに関するカリキュラムを設けることは、職員として守るべき法

令、ルール等に対する正しい知識の付与及び不祥事発生時におけるリスク等への意

識を徹底させる手段として有効である。

また、グループ討議形式については、アンケート結果で、「参加意欲もわき、理解が

深まった。」、「いろいろな意見が出され勉強になった。」との回答にもあることから、今

後も効果的な手法として、積極的に取り入れていくべきである。

【推進計画】

（２）コンプライアンス講習会等の実施

全職員を対象に、発注者としてのコンプライアンスの意義及び重要性に関する理解

を深めるため、公正取引委員会、弁護士、民間等から講師を招き、コンプライアンスに

関する講演会等を実施することとし、職員は２年に１回以上、講演会等に参加すること

とする。なお、本院においては定期的に講演会を実施することとし、Ｗｅｂ会議システム

により地方測量部等に配信することとする。

また、地方測量部等においても、独自に講演会を開催することとする。なお、開催で

きない場合は、本院からＷｅｂ会議システムにより配信される講演会を聴講することはも

とより、地方整備局等他機関が開催する講演会への参加も検討する。

◎実施結果

本院では、２月に外部講師(専修大学 法学部教授 出口正義氏）による講習会を開

催した。講習会の模様は、本院各職場及び地方測量部等に Web 会議システムを利用し
て、同時配信を行った。会場への参加者は７９名（うち、６名は、国土技術政策総合研究

所職員）、 Web 会議システム利用は２４９名（本院１５６名、地方測量部等９３名）で、全体
で３２８名（在職職員数の４４％）が聴講し、１２４名（会場参加者７２名、 Web 会議システ
ムでの聴講５２名）からアンケートに対する回答が寄せられた。今後は、係長、一般職員

層の積極的聴講を促す必要がある。

また、地方測量部等においても、公正取引委員会職員を講師に、「入札談合等関与

行為防止に関する講演会」等を独自に開催したほか、他機関主催の講演会へも積極的

に参加した。

１．地方測量部等主催による講習会の開催（※講師は、全て公正取引委員会職員）

《北海道地方測量部》

５月１６日 「入札談合等関与行為防止法研修会」 参加：１３名（６１．９％）



- 4 -

《東北地方測量部》

５月１４日 「入札談合防止に向けて」 参加：１０名（４１．７％ ）

※その他、気象庁職員10名が参加

《中部地方測量部》

４月２２日 「入札談合の関与の防止に向けて」 参加：１２名（６６．７％）

《近畿地方測量部》

１１月１９日 「入札談合等関与行為防止講習会」 参加：１４名（６６．７％）

《中国地方測量部》

６月２３日 「入札談合の防止に向けて」 参加：１３名（６５．０％）

《四国地方測量部》

６月２３日 「入札談合等関与行為防止に関する講演会」 参加：１３名（７６．５％）

２．他機関主催による講習会の参加

《国土技術政策総合研究所》

１０月１７日 「研究機関の組織的特質とコンプライアンス」

講師：弁護士 参加：本院職員 ９名

《北陸地方整備局富山河川国道事務所》

１０月２３日 「入札談合の関与の防止に向けて」

講師：公正取引委員会職員 参加：北陸地方測量部職員 ４名（２２．２％）

《沖縄総合事務局 公正取引室》

１２月１０日 「入札談合等関与行為防止講習会」

講師：沖縄総合事務局公正取引室 参加：沖縄支所職員 ２名（ ２ ５． ０％ ）

◎推進本部会議の評価

コンプライアンスへの関心を持つための動機付けとして、また継続的なコンプライア

ンスの保持のため、職員が年１回聴講する機会を持つことは必要である。

【推進計画】

（３）コンプライアンス・ミーティングの実施

① 職員相互間でコンプライアンスに関する意見交換を行うことによる関係法令等の

遵守及び法令の背後にある社会的要請に応える意識の高揚を目的に、本院にお

いてはコンプライアンス・ミーティングを定期的に実施することとし、地方測量部等

においても独自の取組として実施し、コンプライアンスに係る意識の醸成を図ること

とする。

② 「コンプライアンス・ミーティング」を通じて職場でのコミュニケーションを活性化

し、風通しの良い職場を作る。
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◎実施結果

７月中旬から９月下旬（期間①）及び１２月１日から１月３０日（期間②）の２期間におい

て、各職場毎で初めてコンプライアンス・ミーティングを実施した。

（年間の参加率は以下のとおり）

本院・地方測量部等 実 施 の 単 位 ※①は（期間①）、②は〈期間②） 参加率

総務部 ① 地測管理課長等会議ﾒﾝﾊﾞｰ、各課室毎 ② 部内会議ﾒﾝﾊﾞｰ、各課・室毎 １００％

企画部 ① 各課室長及び補佐ﾒﾝﾊﾞｰ ② 各課・室毎 ９７％

測地部 ① 部内会議ﾒﾝﾊﾞｰ ② 各課毎（非常勤職員を除く）、非常勤職員のみ ９６％

地理空間情報部 ① 全管理職及び筆頭課補佐ﾒﾝﾊﾞｰ ② 各課毎 １００％

基本図情報部 ① 管理課事務官、各課・室長及び補佐ﾒﾝﾊﾞｰ ② 課・室毎 １００％

応用地理部 ① 部内会議ﾒﾝﾊﾞｰ及び参加希望者 ② 各課毎 ９６．３％

測地観測ｾﾝﾀｰ ① ｾﾝﾀｰ会議ﾒﾝﾊﾞｰ及び参加可能者 ② センター全体 ９７％

地理地殻活動研究ｾﾝﾀｰ ① ｾﾝﾀｰ会議ﾒﾝﾊﾞｰ ② センター全体 ７２．４％

北海道地方測量部 ① 部内会議ﾒﾝﾊﾞｰ、各課毎（非常勤職員を除く）、非常勤のみ ② ①に同じ １００％

東北地方測量部 ① 部全体（非常勤職員を除く） ② ①に同じ、非常勤職員のみ ９５．６％

関東地方測量部 ① 部全体 ② ①に同じ ９６．４％

北陸地方測量部 ① 部全体 ② ①に同じ １００％

中部地方測量部 ① 部全体 ② ①に同じ １００％

近畿地方測量部 ① 部内会議ﾒﾝﾊﾞー ② 部全体 １００％

中国地方測量部 ① 業務調整会議ﾒﾝﾊﾞｰ(部内会議ﾒﾝﾊﾞｰに同じ）、管理課 ② 各課毎 １００％

四国地方測量部 ① 部全体 ② ①に同じ １００％

九州地方測量部 ① 部内会議ﾒﾝﾊﾞｰ、各課（非常勤職員を除く） ② 部全体 １００％

沖縄支所 ① 支所全体（非常勤職員を除く） ② ①に同じ ７５．０％

なお、各回とも２テーマを設定し、第１回目は、「①職員の責務（会計法令遵守）」「

②他機関における不適切会計処理」、第２回目は、「①不当な働きかけ」「②利害関係者

との飲食」とし、このほか、内部ホームページに掲載している DVD やネット・新聞等での
関連情報を活用するなど、独自テーマで実施した部署もある。また、実施に当たっては、

階層別や数回に分けての実施のほか、各課・室単位で取り組むなど、話しやすく、また

全員参加のための工夫が見られた。

各職場での実施は初めての取組であったため、初回では、部によって参加率にばら

つきがあったが、２回目では、４６部署中２９部署で１００％を達成し、年間の参加率は、９

５．９％であった。

◎推進本部会議の評価

今年度、初めて各職場で取り組んだが、全ての部（課･室）で実施され、職員の参加
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率は９５．９％と非常に高かった。

所属長からも、「コンプライアンスの理解を深め、また意識の形骸化を防ぐために、

定期的開催を継続していく必要がある。」との意見が多く報告されてることから、今後

推奨すべき取組として期待される。

なお、国土地理院の業務に関連した身近なテーマを希望する意見もあり、今後更に

工夫していく必要がある。

【推進計画】

（４）「発注者綱紀保持規程」等の周知徹底

発注事務に係る綱紀の保持を図るために制定している「発注者綱紀保持規程」

及び「発注者綱紀保持マニュアル」の内容について、各種会議等を通じて職員への更

なる周知徹底を図るとともに、必要に応じて見直しを行う。

◎実施結果

・ 全ての職場において、各種会議やコンプライアンス・ミーティング等の場を通じて、

発注者綱紀保持規程、同マニュアル、国家公務員倫理法、同規程、入札談合等関与

防止法等の関係法令（以下、「関係法令」という。）について、学習し理解を深めるとと

もに、関連資料の配布及び新聞報道やネット等による話題の提供を行うなど、周知徹

底に努めた。

《本 院》

① 地方測量部長等情報連絡会議、地方測量部管理課長等会議、一課長会議

で、関係法令、推進計画、コンプライアンス・ミーティングの実施について周知

② コンプライアンス・ミーティングの際、関係法令を学習

《北海道地方測量部》

① 部内業務検討会で関係法令、推進計画について周知

② コンプライアンス・ミーティングの際、関係法令を学習

《東北地方測量部》

① 部内会議メンバーで勉強会を開催し、関係法令を基に学習

② コンプライアンス・ミーティングの際、関係法令を学習

《関東地方測量部》

① 部内会議メンバーに関係法令を説明し、ミーティングのテーマを検討

② コンプライアンス・ミーティングの際、関係法令を学習

《北陸地方測量部》

① 部内会議、部会メンバーに推進計画について周知

② コンプライアンス・ミーティングの際、関係法令を学習
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《中部地方測量部》

① 部内会議メンバーに推進計画、コンプライアンス・ミーティングについて周知

② コンプライアンス・ミーティングの際、関係法令を学習

《近畿地方測量部》

① 業者との対応方法等をとりまとめた「お願い事項」を部内職員へ周知

② 「近畿地方測量部不当要求行為等対応マニュアル」を策定し、部内職員へ周

知

③ 部内会議メンバーへ推進計画、コンプライアンス・ミーティングについて周知

④ 部内会議メンバーで勉強会を開催し、関係法令を確認及び学習

⑤ コンプライアンス・ミーティングの際、関係法令を学習

《中国地方測量部》

① 「中国地方測量部不当要求行為等対応方針」を策定し、部内職員に周知

② 管理職メンバーで勉強会を開催し、関係法令等に関する基本的事項の確認及

び学習

③ コンプライアンス・ミーティングの際、関係法令を学習

《四国地方測量部》

① 部内職員に推進計画について周知

② 部内職員で勉強会を開催し、関係法令を学習

③ コンプライアンス・ミーティングの際、関係法令を学習

《九州地方測量部》

① 部内会議、課内会議で、関係法令、推進計画について周知

② 管理職メンバーで勉強会を開催し、関係法令等に関する基本的事項の確認及

び学習

③ コンプライアンス・ミーティングの際、関係法令を学習

《沖縄支所》

① コンプライアンス・ミーティングの際、関係法令を学習

・ 来訪者向けの発注者綱紀保持に関するチラシ及び入室制限の掲示の見直しを行う

とともに、ポスターを新たに作成し、各職場に配布し、周知の再徹底を図った。

・内部ホームページの発注者綱紀保持に関するページをより見やすく、わかりやすい

デザインとし、情報の整理、新たな情報の提供を行った。

◎推進本部会議の評価

職員への周知等は、研修、講習会、各種会議等において、規程やマニュアルを基

に周知するとともに、関係資料の回覧、ポスターの掲示、チラシの配布等、適切に実

施している。今後も機会を捉え継続的に周知し、意識の徹底を図る必要がある。
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２．入札契約手続きの見直し及び情報管理の徹底について

【推進計画】

国土地理院発注の測量業務において、地方整備局の建設コンサルタント業務にお

ける対応の状況を見つつ、平成２５年度に引き続き、以下の対策について検討を行

う。

（１）入札契約手続きの見直し

①予定価格の作成時期を後倒しし、予定価格の漏洩の防止を図る。

②技術評価点の漏洩防止を図るために、技術提案書、入札書の同時提出につい

ての検討を行う。

③総合評価落札方式における積算業務と技術審査・評価業務の双方に係る情報

の漏洩防止を図るための分離体制のあり方について、検討を行う。

◎実施結果

① 予定価格の作成時期を極力後ろ倒し（基本的には開札日の前日）して、予定価

格の漏洩の防止を図った。

② 技術評価点の漏洩防止を図るための技術提案書と入札書の同時提出に関する

検討については、現在の電子入札システムでは同時提出ができないため、平成２７

年度に設計して２９年度に運用開始が予定されている電子契約システムにおいて

同時提出が可能となるよう設計段階で調整していくこととした。

③ 測量作業の発注に係る積算業務と技術審査・評価業務の双方に係る情報の漏

洩防止を図るため、院内に「積算業務と技術審査・評価業務の分離体制のあり方検

討会」を設置し、分離体制について検討を行った。

◎推進本部会議の評価

再発防止対策の趣旨を踏まえ、予定価格の作成時期の後ろ倒しについて、適切に

実施されている。また、技術提案書と入札書の同時提出及び積算業務と技術審査・評

価業務の分離体制についての検討も積極的に取り組んだ。

今後も不正が発生しにくい入札契約制度の見直しを継続して実施する必要がある。

【推進計画】

（２）情報管理の徹底

①予定価格、調査基準価格、総合評価の評価点数、入札参加予定者名などの機

密情報に関する管理方法について、明確化・ルール化として契約に関する「情報管

理マニュアル」を作成・周知し、更なる情報管理の周知徹底を図る。
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◎実施結果

予定価格、調査基準価格、総合評価の評価点数、入札参加予定者名などの機密

情報に関する管理方法について明確化・ルール化するため、「発注情報管理マニュア

ル」を作成・周知し、更なる情報管理の周知徹底を図った。

◎推進本部会議の評価

「発注情報管理マニュアル」を作成し、発注に関する機密情報の管理方法について

明確化・ルール化を図った。今後は、本マニュアルの有効活用を図るための周知徹底

とともに、適切な管理が行われているか定期的に点検する必要がある。

３．監査の強化・充実

【推進計画】

平成２６年度定期監査実施計画において、コンプライアンス推進計画の取組に関す

る監査を重点事項として位置付け、平成２５年度推進計画の実施状況に関する監査を

実施する。また、平成２５年度に実施したコンプライアンスに関する地方測量部長等に

対するヒアリングを、今年度監査予定の地方測量部等においても実施するとともに、執

務室内の実地確認等により、厳格な監査を実施する。

◎実施結果

平成２６年度定期監査実施計画に基づき、６月から１２月にかけて、本院（総務部、企

画部、地理空間情報部、基本図情報部、応用地理部）及び地方測量部等（東北、近畿、

中国、九州、沖縄）において定期監査を実施した。

定期監査の重点事項として、平成２６年度国土地理院コンプライアンス推進計画（以

下「推進計画」という。）に基づく、取組状況について監査を実施した。

また、地方測量部の部長、次長、管理課長、測量課長及び沖縄支所長（以下「管理職

員」という。）に対して、国家公務員倫理法、同規程、発注者綱紀保持規程、同マニュア

ル、入札談合等関与行為防止法（以下「関係法令」という。）の目的、行動基準、責務、

禁止行為、事業者との対応、通報制度等の認識状況及び職員への周知状況について、

ヒアリングを実施した。

併せて、発注者綱紀保持規程に基づく、受付カウンター・打合せテーブルの設置等の

職場環境の整備状況について監査を実施した。

監査結果として、推進計画に基づく取組状況、職場環境の整備状況とも概ね適切に

実施されていたことを確認したが、一部の部署において、入札契約情報が共有サーバに

パスワードを付けずに管理していたため、指摘したところ、即座に改善された。
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また、管理職員へのヒアリングでは、一部の管理職員が通報制度について、少し認識

していなかったが、関係法令の目的・責務・禁止行為など良く認識しており、職員へ周知

していたことを確認した。

◎推進本部会議の評価

院内監査において、コンプライアンスに関する監査項目は重要項目であり、引き続

き実施すべきである。

４．その他の取組

◎実施結果

・１月１４日から３０日の間、 Web を利用して、発注者綱紀保持理解度調査（セル
フチェック）を実施した。実施率は、６１．８％（前回〈２３年度〉３５．４％）であり、平均正

答率は８７．８％（前回８０．４５％）であった。 （最高正答率９９％、最低正答率５５％）

・２月５日、コンプライアンス講習会終了後に、講師とコンプライアンス推進本部

メンバーで、コンプライアンスに関する世の中の情勢や国土地理院の取組に関

し、意見交換会を実施した。

・公正取引委員会地方事務局で主催する以下の会議及び研修会に地方測量部から

各 1名が参加した。
「公共入札に関する公正取引委員会との連絡担当官会議」 ６地方測量部

東北地方測量部、北陸地方測量部、中部地方測量部、近畿地方測量部、中国

地方測量部、九州地方測量部

「入札談合防止に関する調達担当者研修会」 １地方測量部

北海道地方測量部

◎推進本部会議の評価

発注者綱紀保持理解度調査の実施は、職員のコンプライアンスに対する意識の徹

底に有効な手段であるので、原則として全職員に実施させるべきである。

また、正答率の低い質問については解説等を行うとともに、職員へのフォローアップ

と意識付けを行っていく必要がある。

その他、平成２６年度は、様々な取組を行ってきており、着実に成果は上がってきて

いる。引き続き、内容を充実させながら、継続的に実施していく必要がある。

Ⅲ．コンプライアンス推進に係る主な活動経緯について
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４月２２日 コンプライアンス講習会（入札談合関与防止） 中部地方測量部

５月１４日 〃 東北地方測量部

５月１６日 〃 北海道地方測量部

６月２３日 〃 中国地方測量部

〃 〃 四国地方測量部

７月中旬～９月下旬 第１回コンプライアンス・ミーティングの実施

８月１９日～９月１５日

総合評価落札方式における積算業務と技術審査・評価業務における

業務体制の実態調査の実施

１０月２１日 第１回コンプライアンス推進本部会議（上半期における取組報告と下半

期の取組予定）

１１月１９日 コンプライアンス講習会（入札談合関与防止） 近畿地方測量部

１１月２０日 第１回積算業務と技術審査・評価業務の分離体制のあり方検討会

１２月 １日 内部ホームページ「発注者綱紀保持関係」のページをリニューアル

１２月 １日～１月３０日 第２回コンプライアンス・ミーティングの実施

１２月２６日 発注者綱紀保持に関するポスター、チラシ、掲示物の作成、配布

１月 ９日 第２回積算業務と技術審査・評価業務の分離体制のあり方検討会

２月 ５日 コンプライアンス講習会（組織におけるコンプライアンス（法令遵守）体

制の整備の意義）

〃 上記講習会講師とコンプライアンス推進本部会議メンバーによる意見交

換会

２月２５日 第３回積算業務と技術審査・評価業務の分離体制のあり方検討会

〃 発注情報管理マニュアルの作成・周知

３月 ３日 第２回コンプライアンス推進本部会議（平成２６年度コンプライアンス報告、

平成２７年度コンプライアンス推進計画）

３月１２日 コンプライアンス･アドバイザリー委員会（平成２６年度コンプライアンス報

告、平成２７年度コンプライアンス推進計画）
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Ⅳ．アドバイザリー委員会からの意見等

（１）全体について

コンプライアンスの問題は、組織が続く以上、継続的・意識的に実施しなければなら

ない。平成２６年度コンプライアンス推進計画の取組として、研修・講習会・ミーティン

グ・セルフチェック等よく徹底して教育し、職員の意識向上に努めている。平成２７年度

もコンプライアンスの充実・徹底に努められたい。

（２）取り組み方について

職員のコンプライアンス意識の向上を図るため、今後も倫理や発注者綱紀保持に

関するセルフチェックを実施し、正解率の低い問題は、ミーティング等のテーマに取り

上げ、充実したコンプライアンスに取り組んでいただきたい。

（３）コミュニケーションについて

コンプライアンスの徹底を図るためにも、職員同士、本院と地方測量部間のコミュニ

ケーションも非常に重要である。日頃から職員同士、交流することが出来る環境を構

築すべきである。


